























































































































































































































































































































































































































































































 全国  ◇分野  〇属性 A 　
国、
独立行政法人
 ◇分野  〇属性
 都道府県  ◇分野  〇属性 B１ 　
都道府県
（市町村）
 ◇分野  〇属性
 （市町村） 　 　 C１ 　
民間主体











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































②　政策決定 ─  「定率負担の補助金ではなく全額の委託事業であることから、県費負担
を軽減でき決定を得やすい」。





④　政策評価 ─  「過去にも当団体の施策が国によってモデルとして一般化された経験が
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